
　

平
成
28
年
度
の
決
算
は
、
平
成
29
年
9
月
清
須

市
議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
次
の
と
お
り
認
定
さ
れ

ま
し
た
。
各
会
計
と
も
適
切
な
予
算
執
行
に
よ
り
、

黒
字
決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。　

■
問
合
せ　

財
政
課（
南
館
３
階
）

○決算報告の詳しい内容は、市ホームページ内の「財政状況」のページに掲載しています。

平成28年度

決
算
報
告

市に入ったお金は、

258億9,869万6,544円
市が使ったお金は、

251億8,576万1,670円

特別会計特別会計 （単位　円）

区　　　　分
歳　　　　入
歳　　　　出

内　　　　容

国民健康保険
7,312,183,536
7,076,395,437

国民健康保険事業の健全な
運営を確保し、もって社会保
障及び国民保健の向上に寄
与することを目的に設置

介護保険
4,188,124,013 
4,030,346,981 

介護保険事業の円滑な運営
とその経理の適正を図るこ
とを目的に設置

下水道事業
2,440,431,185
2,397,226,208

下水道事業の円滑な運営と
その経理の適正を図ること
を目的に設置

後期高齢者医療
1,363,967,132
1,359,859,297

後期高齢者医療事業の円滑
な運営とその経理の適正を
図ることを目的に設置

企業会計企業会計 （単位　円）

区　　　　分
事業収益合計
事業費用合計
純　 利　 益

内　　　　容

水道事業
186,316,336
170,459,486
20,319,975

清浄にして豊富低廉な水の供給を図
り、もって公衆衛生の向上と生活環境
の改善に寄与することを目的に設置

繰入金  1,601,112,764円（6．２％）

歳　入
258億
9,869万
6,544円

県支出金  1,235,800,376円（4.8％）

地方消費税交付金  1,183,049,000円（4.6％）

繰越金  834,450,205円（３．2％）

諸収入  632,636,351円（２．4％）

その他（分担金及び負担金など） 
　　　　　　1,118,561,629円（４．3％）

市税
11,939,379,861円

（４6.1%）

国庫支出金
2,739,886,358円
（１0.6%）
地方交付税

2,429,820,000円
（９.4％）
市債

2,184,000,000円
（8.4％）

市民一人あたりの
市税負担額の状況
市民一人あたりの
市税負担額の状況 （単位　円）

市民税
　個人市民税
　法人市民税
固定資産税
軽自動車税
市たばこ税
都市計画税

5,094,652,153 
4,088,570,503 
1,006,081,650 
5,525,834,128 
98,436,901 
478,931,593 
741,525,086 

11,939,379,861 

74,950 
60,149 
14,801 
81,293 
1,448 
7,046 
10,909 
175,646 

※1　人口一人あたりの決算額は、平成２9年３月３１日現在の
　　  総人口６7,974人で割った額です。

人口一人あたり
の決算額（※1）決 算 額区　　分

合　　計

一般会計の歳入と歳出
平成２8年度

平成２8年度決算報告
市役所 ☎052-400-2911
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地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
に

よ
り
、
市
民
の
皆
様
に
、
平
成
28
年
度
決
算
の
健
全
化

判
断
比
率
等
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

こ
の
法
律
で
は
、
各
指
標
が
早
期
健
全
化
基
準（
経
営

健
全
化
基
準
）の
数
値
以
上
と
な
っ
た
場
合
に
、
自
主
的

な
改
善
を
義
務
付
け
ら
れ
る
財
政
健
全
化
団
体（
経
営
健

全
化
団
体
）と
な
り
、
さ
ら
に
、
財
政
再
生
基
準
の
数
値

以
上
と
な
っ
た
場
合
に
、
国
の
監
督
下
で
財
政
の
建
て
直

し
を
図
る
財
政
再
生
団
体
と
な
り
ま
す
。

今
決
算
に
お
い
て
は
、
各
指
標
の
う
ち
実
質
赤
字
比

率
と
連
結
実
質
赤
字
比
率
は
、
と
も
に
赤
字
を
生
じ
な

か
っ
た
た
め
、
早
期
健
全
化
基
準
に
は
該
当
せ
ず
、
実

質
公
債
費
比
率
と
将
来
負
担
比
率
は
早
期
健
全
化
基
準

を
下
回
り
ま
し
た（
将
来
負
担
比
率
は
、
将
来
負
担
額
よ

り
充
当
可
能
財
源
等
が
多
い
た
め
表
示
さ
れ
ま
せ
ん
。）。

ま
た
、
水
道
事
業
及
び
下
水
道
事
業
で
は
、
資
金
不
足

を
生
じ
な
か
っ
た
た
め
、
公
営
企
業
会
計
の
資
金
不
足

比
率
も
経
営
健
全
化
基
準
に
該
当
し
ま
せ
ん
で
し
た
。

平
成
28
年
度
決
算
の

健
全
化
判
断
比
率
等
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

区　分

○健全化判断比率

比率 早期健全化
基準

実質赤字比率 － 12.71％

連結実質赤字
比率 － 17.71％

実質公債費
比率 2.2％ 25.0％

将来負担比率 － 350.0％

区　分

○資金不足比率

比率 経営健全化
基準

水道事業会計 － 20.0％

下水道事業
特別会計 － 20.0％

衛生費
2,104,543,507円
（８．3％）

公債費
1,788,722,244円（７．1％）

消防費  
860,769,065円（３．4％）

商工費  
280,395,591円（１．1％）

議会費  245,194,469円（１．0％）

その他（農林水産業費など） 174,464,677円（０．7％）

歳　出
251億
8,576万
1,670円

民生費
9,266,800,696円
（３6.8％）

土木費
2,363,314,542円

（9.4％）

総務費
5,792,712,635円
（23.0％）

教育費
2,308,844,244円

（９．2％）

市民一人あたりの
一般会計歳出額の状況
市民一人あたりの
一般会計歳出額の状況 （単位　円）

　お年寄りや障がいをもつ方のために
　児童のために
　その他、生活保護世帯などのために

　自治コミュニティ振興のために
　選挙（参議院議員通常選挙など）のために
　その他、コミバスの運行や交通安全、統計調査などのために

　道路の維持管理や新設改良のために
　公園のために
　その他、土地区画整理や都市下水路などのために

　学校（幼稚園を含む。）のために
　生涯学習のために
　その他、給食センターや教育委員会運営のために

　ごみ処理やし尿処理のために
　市民の健康のために
　上水道のために

　救急、常備消防のために
　防災対策のために
　その他、市消防団などのために

　商工業振興のために
　その他、観光などのために

民生費

総務費

土木費

教育費

衛生費

公債費　　借り入れた市債の返済のために
消防費

商工費

議会費　　　　市議会運営のために
農林水産業費　農業振興などのために
労働費　　　　労働者への金融貸付などのために

77,293
51,200
22,403
3,690
46,380
972
15

45,393
25,709
5,576
2,016
18,117
26,840
9,318
10,302
7,220
28,383
19,697
8,628
58

26,315
12,286
9,651
1,500
1,135
2,168
611

1,557
3,607
1,868

0
250,849

136,329
73,332
49,573
13,424
85,220
1,036
290

83,894
34,768
7,698
2,403
24,667
33,967
11,203
11,065
11,699
30,961
21,645
9,258
58

26,315
12,663
9,651
1,621
1,391
4,125
2,171
1,954
3,607
2,537
29

370,521合　　　計

人口一人あたりの
決算額 一般財源

ベース（※3）
区　　　分

（※2）

※2　人口一人あたりの決算額は、平成２9年３月３１日現在の総人口６7,974人で割っ
　　  た額です。
※3　一般財源ベースは、決算額から国・県支出金など事業が特定される収入を除いた
　　  もので、主に市税が中心となっています。

平成２8年度決算報告
市役所 ☎052-400-2911
2017.10 .1 清須
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